
本レファレンスに記載のモデルと対応する中間サブ目標

モデル名 対応する中間サブ目標
モデル①運輸セクターの運営体制の整備 1-1-1． 運輸行政における中央政府の責任・権限の明確化と実施能力の強化

1-1-3．事業実施における民間セクターの参加

モデル②人材の能力強化 1-4-2．従事者の能力強化

モデル③道路・橋梁の維持管理の強化 3-1-2．維持管理の強化

モデル④港湾運営の改善・海運振興 3-3-4．港湾運営の改善
3-3-5．海運振興

モデル⑤公共交通サービスの改善 4-2-1．バスサービスの改善
4-2-2．軌道系公共交通サービスの導入

モデル⑥安全・保安対策の強化（航空・港湾保安、海上保安） 2-1-3．安全・保安対策の強化

１７． 標準的指標例及び代表的教訓(運輸交通）
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロ
ジェクトで解決
すべき課題レ

ベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプ
ロジェクト実施の際に、必ず活用・
反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

1．運輸交通の
キャパシティ・
ディベロップメ
ント

1-1．運輸セク
ターの運営体制の
整備

1-1-1． 運輸行
政における中
央政府の責
任・権限の明
確化と実施能
力の強化

7．スリランカ　高速道路運営管
理プロジェクト（協力期間：2009

年7月～2012年8月）

1-1-3．事業実
施における民
間セクターの
参加

27．ベトナム 高速道路運営維
持管理体制強化プロジェクト
（協力期間：2011年7月～2013

年 07月）

8．インドネシア
JABODETABEK都市交通政
策統合プロジェクト（協力期間：
2009年7月 ～ 2012年3月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル①　　「運輸セクターの運営体制の整備」

交通管理、点検・維持修繕、料金収受に
係る高速道路管理庁（EA）の組織体制
が構築され、EA職員の交通管理、点検・
維持修繕、料金収受の能力が定着さ
れ、高速道路供用後、EAによって、交通
管理、点検・維持修繕、料金収受が実施
されることにより、
EAに高速道路の運営管理能力が定着
することを図り、
ス国の道路輸送能力が向上することに
寄与する。

高速道路の運営・維持管理に関わる制
度・基準が策定され、（パイロットプロジェ
クトとして）一部区間で上記枠組みに即し
た運営維持管理が開始されることによ
り、
高速道路の効率的かつ安全な運営維持
管理のための枠組み（制度・基準・人員
等）が整備されることを図り、
ベトナムにおける高速道路ネットワーク
が適切に運用・維持管理されることに寄
与する。

(モデル記載案）
道路管理当局職員の交通管理、点検・維持修
繕、料金収受の能力が向上することにより、
（アウトプット）
道路管理当局の道路運営管理能力が定着する
ことを図り、
（アウトカム）
●○国の道路輸送能力が向上することに寄与
する。
（インパクト）

（標準的指標例）
1.上位目標の指標例
（基本）
①自動車移動時間の短縮
②適切に運営されている道路の距離
③道路ユーザの評判

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①道路管理当局は、交通事故、落下物等の異
常事態時に、規定する時間内に現場に急行
し、処理を講じることができる。
②道路管理当局は、適切な点検・維持修繕が
実施できる。
③道路管理当局は、料金の収受、確認、保
管、送金ができる。

（補助）
①道路運営体制が構築される。
②道路管理当局における、道路総延長と人件
費の比率が××から△▲になる。

ジャカルタ首都圏総合交通計画調査
（SITRAMP）の継続的なアップデート及び
維持、首都圏交通公団(JABODETABEK
Transportation Authority:JTA)準備委員
会の設置の支援により、
ジャカルタ首都圏都市交通プロジェクト
の実施に係る管理能力の向上及び都市
交通計画策定に係るターゲットグループ
の能力・技術力の向上を図り、
ジャカルタ首都圏の交通渋滞を緩和し都
市経済活動が円滑に行えるよう、総合的
な都市交通改善が取り組まれることに寄
与する。

①輸送機関別貨物輸送分担率
（%）
②規格別道路整備率（%）
③規格道路総延長（Km）
④高速道路総延長（Km）
⑤道路舗装率（%）
⑥道路構造令の有無
⑦車種別自動車登録台数（台）
⑧運輸交通分野における民間資
本率
⑨単位面積当たりの道路延長
（Km/Km2)
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロ
ジェクトで解決
すべき課題レ

ベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプ
ロジェクト実施の際に、必ず活用・
反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル①　　「運輸セクターの運営体制の整備」

9．インドネシア 官民協調ス
キーム運営能力強化プロジェク
トフェーズ２（協力期間：2009年
11月 ～ 2012年7月）

38．エジプト スエズ運河戦略強
化プロジェクト（協力期間：2012
年3月～2015年3月）

インハウス研修やセミナーを通じて、道
路総局及び有料道路庁（BPJT)職員の
PPPに対する知識・理解が向上し、計画
段階で、高速道路整備PPPスキーム立
案のための実務ルール及び原則がドラ
フトされ、PPPを活用した事業立案のた
めのフィージビリティー調査(F/S)に係る
ガイドライン／マニュアルがドラフトされ、
実施段階で、PPPを活用した事業実施の
改善計画が策定されることにより、
公共事業省道路総局及び有料道路庁
（BPJT)の官民協調(PPP)スキームを活
用した高速道路整備の計画・実施に係る
能力が向上し、最適なPPP事業を実現す
るさまざまなスキームが事業に適応可能
となることを図り、
官民協調(PPP)スキームを活用した高速
道路整備事業が推進され、高速道路整
備が加速することに寄与する。

海運経済・運輸交通の分析に係るス
エズ運河庁の能力・体制が強化さ
れ、世界の海運マーケットの変化等
を考慮した海運交通の需要モデルの
開発・運用に係るスエズ運河の能
力・体制が強化され、スエズ運河庁
の料金オプションの設定に係る能
力・体制が強化され、スエズ運河庁
の将来開発計画に係る能力・体制が
強化され、スエズ運河庁の付加価値
（交通・非交通サービス）の提供に
係る能力・体制が強化され、スエズ
運河庁のリサーチ・センターにおけ
る研究実施に係る能力・体制が強化
されることにより、
世界の海運マーケットに適応可能な
スエズ運河庁の運用体制・能力が向
上することを図り、
マネジメント戦略計画の下、スエズ
運河において持続的な運用・管理が
実現することに寄与する。
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画におけ

る目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき
課題レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト実施の際
に、必ず活用・反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティス
を有するプロジェクト情報

1．運輸交通の
キャパシティ・ディ
ベロップメント

1-4．人材の能力
強化

1-4-2．従事者の能
力強化

16．東ティモール 道路施工技
術能力向上プロジェクト（協力
期間：2010年6月～2014年
10月）

32．ベトナム 高速道路建設事
業従事者養成能力強化プロ
ジェクト（協力期間：2011年
10月～2014年9月）

道路維持管理業務を適切にマネジメントでき
るようになり（道路･橋梁･治水局(DRBFC)対
象)、経済社会基盤省(MOI)の施工に係る
ケーススタディの実施を通じ、小規模工事に
ついて質の高い工事ができるようになり
（DRBFC及びIGE対象）、資機材管理庁(IGE)
の保有機械が適切に維持管理されるように
なる（IGE対象）ことにより、
東ティモール人材(DRBFC, IGE)による道路の
施工・維持管理に係る技術･マネジメント能力
が向上することを図り、
東ティモール国における道路の円滑な通行
が安定的･継続的に確保されることに寄与す
る。

2．カンボジア 建設の品質
管理強化プロジェクト（協
力期間：2009年5月～2012

年 10月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル②　　「人材の能力強化」

①輸送機関別貨物輸送分担率
（%）
②規格別道路整備率（%）
③規格道路総延長（Km）
④高速道路総延長（Km）
⑤道路舗装率（%）
⑥道路構造令の有無
⑦車種別自動車登録台数（台）
⑧運輸交通分野における民間
資本率
⑨単位面積当たりの道路延長
（Km/Km2)

（モデル記載案）
道路・橋梁の建設・維持管理の品質管理向上
のために必要な●○国道路・橋梁監督官庁内
の人材育成体制が強化されることにより、
（アウトプット）
道路・橋梁の建設・維持管理のための品質管
理にかかる道路・橋梁監督官庁内の技術者の
能力が向上することを図り、
（アウトカム）
道路・橋梁の建設・維持管理の品質が向上し
持続することに寄与する。
（インパクト）

（標準的指標例）
（基本）
1.上位目標の指標例
（基本）
①道路不通箇所の減少度
②道路不通期間の短縮度
③道路の品質（劣化箇所数の減少）

（補助）
①建設の品質管理基準に則った瑕疵検査が
実施される。
②道路・橋梁の建設・維持管理工事の施工や
使用する材料が瑕疵検査に合格する。

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①技術者の建設・維持管理に係る知識・技術
（テスト等で測る）・意識（アンケート等で測る）
の向上
②技術者トレーニングセンターの研修実施体
制（カリキュラム、教材、実習訓練機材、講師、
予算措置等）が構築される。

（補助）
①道路台帳・維持管理データベースの活用状
況
②工事の計画・施工管理・完工検査が定めら
れた手順により実施できる。
③道路維持管理関係予算の執行状況
④TOTを受講したC/Pが●○年定期研修コー
スの受講生に対して品質に関する知識を向上
させるように講義ができるようになる。また、受
講生は受講後確認試験において××%の得点
がとれるようになる。

道路・橋梁建設の品質管理にかかる基準、
実施規程、取扱要領が整備・運用され、完成
図書（報告書や図面など）の統合集中管理の
ためのシステムが構築され、建設の品質管
理向上のために必要なカンボジア公共事業
運輸省(MPWT)内の人材育成体制が強化さ
れることにより、
本案件が構築する品質管理・保証システム
（基準、実施規程、取扱要領、研修）の適用
によって、
MPWTが自らの予算で実施する道路・橋梁の
建設・維持管理のための品質管理にかかる
MPWT 技術者の能力が向上することを図り、
MPWT が直営で実施する道路・橋梁の建設・
維持管理の品質が向上し持久することに寄
与する。

選定された科目について、内容、講義及び実
習方法が改善され、担当講師の能力が向上
し、選定された科目について、科目の問題点
及び改善方法が明確になり、教員の能力向
上のための企業と連携した研修制度が確立
されることにより、
道路・橋梁建設分野において、交通技術大
学（UTT）による現場のニーズに対応した教
育の実施能力が向上することを図り、
UTTの道路・橋梁建設分野卒業生の高規格
道路（高速道路を含む）建設能力が向上し、
他の教育機関（第2交通短大（COT2）、第3

交通短大（COT3）等）での道路・橋梁建設分
野にかかわる主要科目の教育の実施能力が
向上することに寄与する。

（1） プロジェクトのモニタリングおよび評価の基本となる
PDM とPO はC/P への周知を徹底させ、定期的なPDM
指標のモニタリングも実施すべきである。
（2） 本プロジェクトでは短期専門家の調達の遅れから本
格的な活動はプロジェクト開始6 か月後となった。業務実
施型の短期専門家の調達には時間がかかるため、JICA
はプロジェクト活動のタイミングを十分考慮して前広に計
画すべきである。
（3）予算面で持続性の懸念が予想される成果について
はプロジェクト計画時には慎重に検討し、実施中にはプ
ロジェクトおよびJICA 側から経済財務省（MEF）に対して
プロジェクト終了後の予算措置について頻繁な協議を通
じて働きかける必要がある。
（4） CP コストを含めた適正な予算配分について実施機
関と経済財務省（MEF）で協議をし、案件形成時にJICA
がCPコストの予算配分及び予算負担能力を確認すべき
である。
（5） 直営の長期専門家と業務実施型の短期専門家を組
み合わせた形での派遣はそれぞれの専門家の特性、期
待する役割を十分に踏まえ、それぞれの特性が発揮で
き、更にチームとしての一体感を高める工夫が必要であ
る。今後の案件形成において、どのようなチーム構成が
望ましいのか、プロジェクトの内容も踏まえつつ、メリッ
ト、デメリットを検討し、改善を図ることが必要。
（以上、右記レファレンスプロジェクト2．より）
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェクト
実施の際に、必ず活用・反映すべき教訓・リ
スクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

3．国土の調和
ある発展

3-1．道路輸送の改
善

3-1-2．維持管理の
強化

31．フィリピン 道路・橋梁の建
設・維持に係る品質管理向上プ
ロジェクトフェーズ２（協力期間：
2011年10月～2014年9月）

本プロジェクトは、パイロットエリアにおい
て、道路維持管理についてデータに基づ
いた計画策定、日常業務の技術水準の
改善、組織体制改善のための提言を行
うことにより、
道路維持管理体制の強化を図り、
もって国道の維持管理状況の改善に寄
与する。

25．ベトナム 道路維持管理能
力強化プロジェクト（協力期間：
2011年7月～ 2014年3月）

モデルエリアの道路点検と計画の手法
が改善し、モデルエリアの適切な道路維
持管理と補修方法が確立されることによ
り、
組織的な道路維持管理能力が向上する
ことを図り、
道路維持管理業務が適切に実施される
ことに寄与する。

29．モザンビーク 道路維持管
理能力向上プロジェクト（協力
期間：2011年8月～2014年8月）

37．ウガンダ
地方道路地理情報システム
データベース整備および運用
体制構築プロジェクト（協力期
間：2012年2月～2015年3月）

IRI(International
Roughness Index): 国
際的に定められた計測
法による路面の平坦性
を示す指標

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル③　　「道路・橋梁の維持管理の強化」

①輸送機関別貨物輸送分担率
（%）
②規格別道路整備率（%）
③規格道路総延長（Km）
④高速道路総延長（Km）
⑤道路舗装率（%）
⑥道路構造令の有無
⑦車種別自動車登録台数（台）
⑧運輸交通分野における民間資
本率
⑨単位面積当たりの道路延長
（Km/Km2)

（モデル記載案）
道路・橋梁維持管理について維持管理
サイクルの理解、点検の実施、データに
基づいた計画策定、日常業務の技術水
準の改善により、
（アウトプット）
道路・橋梁維持管理体制の強化を図
り、
（アウトカム）
定期的な維持管理の実施などの道路・
橋梁維持管理の改善に寄与する。
（インパクト）

道路・橋梁の維持管理サイクルが改善
し、道路斜面維持管理に係るモデル地
域事務所及びディストリクト・エンジニアリ
ング・オフィス(DEO) 技術者の能力が向
上し、橋梁維持管理に係るモデル地域
事務所及びDEO 技術者の能力が向上
することにより、
公共事業道路省(DPWH)モデル地域事
務所及びDEOの道路・橋梁の維持管理
に係る能力が向上することを図り、
道路・橋梁の維持管理に係る公共事業
道路省(DPWH) 全体の能力が向上する
ことに寄与する。

（標準的指標例）
1.上位目標の指標例
（基本）
①道路網のダメージの減少
②利用者の満足度
③舗装の損傷にかかる指標（IRI 、
クラック率等）
④道路・橋梁の状況の改善度（点検
マニュアルに則った維持管理のなさ
れていないと判断される道路総延
長、橋梁の数が、XX％減少する）。

（補助）
①道路・橋梁維持管理（点検、補
修、再施工）計画が承認され必要予
算が確保される。
②道路・橋梁維持管理計画に基づ
き、道路・橋梁維持管理機関職員の
人員が配置される。
③中央政府・地方政府が毎年更新さ
れたデータを用い、道路・橋梁の維
持管理・改修計画を作成する。
④道路状況が良好と表示される比率
（道路状態を優良、良好、不良、通
行不可と格付け）

地理情報システム（Geographic
Information System。以下「GIS」という。）
を利用した地方道路（DUCAR）デジタル
ベースマップが作成され、土木事業・運
輸省（MoWT） と地方政府（DUCs）の連
携により、道路インベントリデータが収集
され、適切な管理のための仕組みが確
立され、DUCAR データベースが構築さ
れ、MoWT による適切な維持管理のため
の仕組みが確立されることにより、
地理情報と道路インベントリを含む、
DUCARデータベースの効果的な運用を
通じ、MoWT 及びDUCsにおける県道・都
市道（DUR）の状況把握及び管理能力が
改善されることを図り、
ウガンダ全土のDURに対するMoWT及び
DUCsの維持管理及び改修に向けた能
力が強化されることに寄与する。

・C/P機関のプロジェクト活動費の確実な確
保
本プロジェクトでは、共事業道路省(DPWH)
が予算提案書の準備・提出をタイムリーに行
うことにより、十分なプロジェクト予算を遅滞
なく確保することができ、プロジェクトの順調
な実施が促進された。専門家チームは
DPWH の予算プロセスを熟知していたため
必要なタイミングでサポートを行うことが可能
であった。プロジェクト活動予算の確実な確
保のためには、その準備段階において、相
手国側の予算制度・スケジュールを十分に
確認することが重要である。
・実践を通じた技術移転の有効性
本プロジェクトでは、マニュアル作成・改訂、
OJT という活動に加え、取得した知識・技術
を実際に活用し、パイロットプロジェクトでの
一連の作業を実践している。実践を通じた技
術移転は、知識・技術の定着には有効であ
り、C/Pの本来業務を技術移転の対象とした
ことから効果的な協力が可能であった。この
ように実践を通じての技術移転を図る場合
は、移転先となるC/Pの本来業務を十分に考
慮したうえで活動を計画していくことが重要で
ある。
（以上、右記レファレンスプロジェクト31．よ
り）

・アスファルト合材の加熱という他国では標
準的な技術が現地で適用されていない状況
を踏まえ、現地で入手可能な材料・機材等を
用いて当地でも実施可能であることをパイ
ロットプロジェクト等で実証した。現地事情に
即した手法を提案したことでC/P 及び現地業
者により受け入れられやすいものとなった。
・パイロットプロジェクト等を実施機関の既存
の調達や予算の枠組みのなかで実施したこ
とは、プロジェクト成果を持続可能なものとす
るうえで有効であった。現場練り加熱合材を
用いた道路補修は他道路区間にも適用され
た点が確認され、同工法が今後モザンビーク
に定着する可能性も高い。
・プロジェクト開始当初に、道路公社（ANE）
の広範囲にわたるマニュアルやガイドライン
等を精査及び内容を評価した結果、道路点
検や道路補修工のガイドライン、監査受検マ
ニュアル作成等のANE が支援を必要として
いる領域に焦点を合わせた支援を実施する
ことが可能となった。
（以上、右記レファレンスプロジェクト29．よ
り）
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39．コンゴ民主共和国 マタディ
橋維持管理能力向上プロジェク
ト（協力期間：2012年3月～
2015年3月）

42．エジプト 橋梁維持管理能
力向上プロジェクト（協力期間：
2012年3月～2015年6月）

15．ケニア 道路メンテナンス業
務の外部委託化に関する監理
能力強化プロジェクト（協力期
間：2010年5月～2013年5月）

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①OJTにより訓練された道路・橋梁維
持管理業務の技術水準が維持され
る。
②道路・橋梁の点検、計画、維持管
理の能力が向上する。
③予算執行率が改善する。
④プロジェクトで作成・改訂された
マニュアル/ガイドラインを活用して
実施した道路の維持管理及び橋梁の
点検補修の実績。

（補助）
①新Pavement Management System
（PMS）、新道路データベースが活動
終了後も継続的に活用・更新され
る。
②道路・橋梁データベースが中央政
府によって毎年更新される。
③地方政府が中央政府に毎年道路イ
ンベントリデータを提出する。
④道路・橋梁データベースが中央政
府や地方政府の事業計画、投資計
画、年次報告書等の作成に活用され
る。
⑤橋梁点検・補修データが橋梁維持
管理システム（Bridge Management
System：BMS）へインプットされる。

・本プロジェクトは、ANE のみならず、道路点
検・補修に携わるコントラクターやコンサルタ
ントにもワークショップへの参加を認めた。道
路管理の良否は受発注者双方の能力向上
が前提であることから、プロジェクト活動に民
間セクター（コントラクター及びコンサルタン
ト）を巻き込んだことは、業務の多くを外注し
ている実施機関に対する支援として効果的
であった。
（右記レファレンスプロジェクト29．より）

本プロジェクトでは、プロジェクト目標の指標1
として「地方道路（DUCAR）データベースが土
木事業・運輸省（MoWT）によって毎年更新さ
れる」ことを設定しており、本プロジェクトにて
継続的に実施したMoWT 主体のインベントリ
調査により、データベースの情報が日々更新
されたことから、指標1 の達成度合いを「おお
むね達成」と判断した。一方、指標1の文脈か
らは「データベース完成後の定期的な更新」
を意図するような印象も受けかねず、プロ
ジェクト目標の指標として「何を測定すべき
か」より一層明確な指標の表現に努める余
地がなかったか、今後の別案件の参考とな
れば幸いである。
（以上、右記レファレンスプロジェクト37．よ
り）

中期的な橋梁維持運営管理計画が策定
され、維持管理マニュアルが更新され、
キンシャサ･バナナ交通公団（OEBK）技
術者の日常維持管理技術が更新される
（若手技術者の育成を含む）ことにより、
OEBKのマタディ橋梁維持・管理能力が
強化されることを図り、
マタディ橋が継続的に適切に維持管理さ
れることに寄与する。

道路橋梁陸運総庁（GARBLT）における
橋梁維持管理サイクルが強化され、
GARBLTのエンジニアの橋梁点検能力
が強化され、GARBLTのエンジニアの橋
梁補修能力が強化され、GARBLTにおい
て橋梁維持管理システム（Bridge
Management System：BMS）が整備され
ることにより、
GARBLTの橋梁維持管理能力が向上す
ることを図り、
エジプトにおいて、橋梁維持管理が適切
に実施されることに寄与する。

道路維持管理の外部委託のための入札
図書、入札手続きが改善され標準化さ
れ、道路維持管理の外部委託業務の調
達能力が改善され、道路維持管理の外
部委託業務の監理能力が改善され、上
記成果の教訓と取組みが実施機関、請
負業者、他政府機関等の関係者間で共
有され、ネットワークが強化されることに
より、
道路維持管理の外部委託化に関する実
施機関の監理能力が強化されることを図
り、
ケニア国内の道路網が良好な状態で維
持されることに寄与する。
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11．インドネシア 道路及び橋梁
にかかるアセット・マネジメント
能力向上プロジェクト（協力期
間：2010年2月～2012年6月）

4．バヌアツ 建設機械整備能力
向上プロジェクト（協力期間：
2009年5月～2011年5月）

日本における橋梁管理体制、橋梁設計
の考え方及び建設時の品質管理、橋梁
の点検・維持管理、橋梁の補修・補強技
術の知識を習得することにより、
道路橋梁の耐久性向上及び補修に係る
技術、マネジメント能力が向上することを
図り、
中国における道路橋梁の維持管理に係
る活動が改善されることに寄与する。

10．中華人民共和国 道路橋梁
の耐久性・補修技術向上プロ
ジェクト（協力期間：2012年9月
～2014年3月）

インフラ公共事業省公共事業局（PWD）
の各整備工場において、道路建設機械
に対する整備工の日常メンテナンス能力
が向上し、PWDのシェファ州整備工場に
おいて、道路建設機械に対する整備工
の修理能力および日常メンテナンス能力
が向上し、PWDのシェファ州整備工場に
おいて、道路建設機械の修理や日常メン
テナンス業務の運営管理体制が改善さ
れることにより、
PWDの整備工場における道路建設機械
の修理能力やメンテナンス能力が向上
することを図り、
バヌアツ国の道路維持管理計画に沿っ
た、適切な道路維持管理作業が実施さ
れることに寄与する。

現行の道路・橋梁の点検、メンテナンス、
リハビリテーションに係る状況が分析さ
れ、カウンターパートの点検、データ収
集、メンテナンス、リハビリテーションに係
る知識と能力が向上し、点検、データ収
集、サービスレベルの設定、劣化予想、
リハビリ計画に係る体系的なプロセスに
係るガイドライン、規定、技術指示書がド
ラフトされ、効率的且つ効果的なアセット
マネジメントを達成するため、現場技術
を中心としたアセットマネジメントのコンセ
プトの理解及び知識が向上することによ
り、
パイロットエリアにおける点検、データ収
集・状況評価、アセットのメンテナンスに
係る技術的・組織的な手順が確立され、
パイロットエリアにおいて実際に収集され
たデータに基づいたアセット分析に係る
能力が向上することを図り、
適正な予算配分及び適切な保全活動を
通じて、道路・橋梁のライフタイムを通し
ての効果的で効率的な管理が実現し適
正なメンテナンスとリハビリテーションに
よる道路ユーザーに対するサービスの
向上及びアセットの寿命向上が実現する
ことに寄与する。
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3．国土の調和
ある発展（全国
交通）

3-3．海上輸送の改
善

3-3-4．港湾運営の
改善
3-3-5．海運振興

40．モザンビーク ナカラ港運営
改善付帯プロジェクト
（協力期間：2012年3月～2015
年3月）

（標準的指標例）
1.上位目標の指標例
（基本）
①貨物取扱量の増加
②対象地域のGRDP
③対象地域の交通量  

カルデラ港の機能回復および維持管理
のための計画が策定されることにより、
公共事業運輸省（MOPT）及びコスタリカ
太平洋港湾公社（INCOP）のカルデラ港
に関する維持管理計画立案能力が向上
することを図り、
カルデラ港の貿易港としての機能が回復
され、強化されることに寄与する。

6．コスタリカ カルデラ港改修計
画（協力期間：2009年7月～
2010年3月）

2.プロジェクト目標の指標例
（基本）
①対象港の運営・維持管理計画がC/P
により作成される。
②貨物取扱量
③貨物取扱時間

12．ベトナム ダナン港改良事業
附帯プロジェクト（協力期間：
2010年3月～2010年9月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル④　　「港湾運営の改善・海運振興」

（モデル記載案）
港湾施設の運営・維持管理技術が向
上することにより、
（アウトプット）
●○港の港湾運営・維持管理の効率
性が向上することを図り、
（アウトカム）
貿易経済活動の活性化を通じ、●○
港の地域開発が促進される。
（インパクト）

港湾開発の方向性が示され、港湾施設
の維持管理技術が向上することにより、
ナカラ港の港湾管理・運営の効率性が
向上することを図り、
貿易経済活動の活性化を通じ、ナカラ回
廊地域開発が促進されることに寄与す
る。

ティエンサ港の物理的被害の詳細・機能
障害の程度が把握され、物理的被害に
対し、必要な修復工事の範囲が把握さ
れ、ベトナム政府との協議を通じ、JICA
側の工事範囲が確定し、JICA側工事に
かかる詳細設計が実施され、JICA側工
事が実施され、当該工事に関し、必要な
維持管理の手法がベトナム側関係者に
移転されることにより、
台風16号によるティエンサ港の物理的被
害の一部が修復され、将来の同規模の
台風等に耐え得るようになることを図り、
台風16号（2009年9月）により影響を受け
たティエンサ港の機能が保全・維持され
ることに寄与する。

①船種別船腹量（隻）
②船種別船腹量（G/T）
③用途・船齢・トン数階級別
船腹量（隻）
④用途・船齢・トン数階級別
船腹量（G/T）
⑤規模別造船施設数（基）
⑥港湾数（区分別）（箇所）
⑦国内港湾バース総数
⑧海難事故件数件（件）
⑨内航海運貨物輸送量（Ton）
⑩内航海運貨物輸送量（ton-
km）
⑪内航海運旅客輸送量（人）
⑫内航海運旅客輸送量（人-
km）
⑬全国港湾取扱貨物量（Ton）

本プロジェクトにより、ナカラ港の港
湾管理・運営の効率性は一定程度
向上したが、ナカラ港は今後も、無
償資金協力、有償資金協力による
施設の改修・拡張、さらには新たな
荷役機械の整備が行われるため、
ナカラ港の開発状況に応じて、より
一層の効率的なターミナル運営、施
設・機材の運用・維持管理技術の向
上が求められており、それに対応し
た技術支援を今後も検討する必要
がある。
（右記レファレンスプロジェクト40．よ
り）

221



開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプ
ロジェクト実施の際に、必ず活用・
反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル④　　「港湾運営の改善・海運振興」

38．エジプト スエズ運河戦略強
化プロジェクト（協力期間：2012
年3月～2015年3月）

36．アルジェリア 高等海運学校
大学院教育・研究能力強化プ
ロジェクト（協力期間：2012年2
月～2015年1月）

海運経済・運輸交通の分析に係るスエ
ズ運河庁の能力・体制が強化され、世界
の海運マーケットの変化等を考慮した海
運交通の需要モデルの開発・運用に係
るスエズ運河の能力・体制が強化され、
スエズ運河庁の料金オプションの設定に
係る能力・体制が強化され、スエズ運河
庁の将来開発計画に係る能力・体制が
強化され、スエズ運河庁の付加価値（交
通・非交通サービス）の提供に係る能力・
体制が強化され、スエズ運河庁のリサー
チ・センターにおける研究実施に係る能
力・体制が強化されることにより、
世界の海運マーケットに適応可能なスエ
ズ運河庁の運用体制・能力が向上する
ことを図り、
マネジメント戦略計画の下、スエズ運河
において持続的な運用・管理が実現する
ことに寄与する。

一年当たりのアルジェリア国高等海運学
校大学院（ENSM）の職員の海事・港湾
分野における論文提出数が増加し、
ENSM大学院修士課程の海事・港湾
コースにおけるカリキュラム・シラバスが
改善され、中東及びアフリカ（仏語圏）か
らの国際留学生・研修生の数が増加し、
ENSMの研究ラボの活動が策定される
ことにより、
ENSMの教育・研究体制が改善・発展す
ることを図り、
ENSMが中東及びアフリカ（仏語圏）にお
ける高等海事教育・研究に係る中心的
機関の一つになることに寄与する。

本プロジェクトにおいては、シラバス
の改善や研究ラボの活動計画書策
定といった成果が達成されたもの
の、その成果が修士課程の開講及
び研究ラボの活動として具体的に結
実することはなかったため、有効性
は高いとは言えなかった。本プロ
ジェクトにおいては、例えば修士課
程の開講に関する高等教育省の関
与は外部条件と言えなくもないが、
今後同様のプロジェクトを実施する
際には、プロジェクト目標の達成に
必要となる関係機関の関与（本プロ
ジェクトで言えば高等教育省）の要
否を事前に確認すると共に、プロ
ジェクトの範囲内で可能な限り達成
につなげる方策（本プロジェクトでい
えば、策定されたラボの活動計画書
の実現のために必要な予算要求等
に関する支援）を含めることが必要
と考えらえる。
（右記レファレンスプロジェクト36．よ
り）
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェク
トで解決すべき

課題レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェ
クト実施の際に、必ず活用・反映すべき
教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

4．都市の持続
的な発展と生活
水準の向上（都
市交通）

4-2．公共交通サー
ビスの改善

4-2-1．バスサー
ビスの改善

4-2-2．軌道系公
共交通サービス
の導入

26．ベトナム ハノイ公共交通改
善プロジェクト（協力期間：2011

年7月～2015年6月）

33．ラオス ビエンチャンバス公
社運営能力改善プロジェクト
（協力期間：2012年1月～2015

年3月）

ベトナム国ハノイ市の都市鉄道におい
て、規制機関強化およびO&M 会社設立
の環境整備を行うことにより、
両機関の稼働実現を図り、
もって安全で信頼できる都市鉄道の運行
に寄与する。

46．ベトナム ハノイ市都市鉄道
規制機関強化および運営組織
設立支援プロジェクト（協力期
間：2013年2月～2016年2月）

・パイロットプロジェクト実施におけるC/P
負担について
今回のプロジェクトでは、C/Pの能力向上
に不可欠な活動であるバス優先レーンに
係るパイロットプロジェクトの用地確保や
実施予算をハノイ市側でカバーすること
ができず、またICカード導入に係るパイ
ロットプロジェクトも技術基準の検討を含
めたベトナム側手続きに1年近くの時間を
要したため、結果として期間内でのパイ
ロットプロジェクトの実施ができなかった。
この点、プロジェクト実施に係る予算措置
は政府の財政問題とも絡み、制約が大き
い途上国では、短期に解決できないこと
は当初より容易に想定された事態であ
る。特に、交通管制に係る技術協力は、
他分野での協力とも異なり、研修という形
での能力開発に加えて、パイロットプロ
ジェクトという形式をもって実際に導入前
後の実施検証を行うことが肝要であり、そ
の実施可否はプロジェクト成果に直結し
てくることとなっている。
（以上、右記レファレンスプロジェクト26．
より）

①都市内道路総延長（Km）
②都市内道路整備率（%）
③信号交差点整備率（%）
④都市内平均渋滞率（%）
⑤路面電車・LRT整備総延長
（Km）
⑥路面電車・LRT旅客輸送量
（人）
⑦都市鉄道・地下鉄整備総延長
（Km）
⑧都市鉄道・地下鉄旅客輸送量
（人）
⑨バス営業距離（Km）
⑩バス旅客輸送量（人）
⑪公共交通利用機関分担率（%）
⑫大型車混入率（%）
⑬TDM 施策実施事例（有無）
⑭都市内駐車可能台数（台）
⑮交通管制センターの有無（有
無） バス公社が会社経営を改善し、ビエン

チャン市において市民の要望を反映した
公社バスサービス改善策が実施され、
公共バス交通に関する適切な公共交通
政策と計画が策定されることにより、
バス公社の都市バスサービスが改善さ
れることを図り、
ビエンチャン市において公共バスサービ
ス範囲が拡大することに寄与する。

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル⑤　　「公共交通サービスの改善」

・インフラ整備事業がからむ協力プロジェ
クトを計画する際の要注意事項
一般的に、道路、建造物、施設等のイン
フラが整備供用されるまでには、基本設
計、事業承認、詳細設計、施工、品質検
査等、一連のプロセスを経なければなら
ないため、長い時間がかかる。特に、イン
フラ整備事業が被援助国/側の予算で実
施される場合は通常、事業が承認される
まで長いアイドリング時間を要する。この
ため、インフラ整備事業がからむプロジェ
クトを計画する際は、その事業承認、詳
細設計、施工、品質検査プロセスに必要
な時間を考慮に入れながら適切なスケ
ジュールを組む必要がある。
・講義・トレーニングへのC/P の参加促進
について
講義やトレーニング等に C/Pの興味を促
し、これら活動への参加意欲を向上させ
るためには、トレーニングプログラム、教
材等を作成する際、なるべく対象国/地域
の実情を踏まえて、C/Pが日常に見聞し
ている事例を多く盛り込むように工夫する
必要がある。
（以上、右記レファレンスプロジェクト26．
より）

ハノイ市の公共交通網整備に係る計画
策定能力が向上し、私的交通から公共
交通への転換を促進するための啓発活
動が実施されることにより、
バス交通の利用促進のためのパイロット
活動を通じて、ハノイ市関係者の公共交
通利用促進のための施策実施能力が向
上することを図り、
ハノイ市において公共交通利用者数が
増加し、バス交通の利便性、快適性が向
上することに寄与する

（モデル記載案）
○●市の公共交通網整備に係る計画策定能
力及び交通管理対策の実施能力が向上する
ことにより、
（アウトプット）
○●市関係者の公共交通利用促進のための
施策実施能力が向上することを図り、
（アウトカム）
○●市において公共交通利用者数が増加し、
公共交通の利便性、快適性が向上することに
寄与する。
（インパクト）

（標準的指標例）
1.上位目標の指標例
（基本）
①旅行にかかる時間/速度
②公共交通利用者数/公共交通のモーダル
シェア
③公共交通利用者の満足度
④公共交通サービス運営として満たすべき安
全性や信頼性の水準（旅客死傷事故がない
事、平均遅延時分○分以内である事等）が確
保されている。

（補助）
①公共交通O＆M公社が、実情に沿った運行
計画の策定を自身でできる。
②公共交通O＆M公社の事故等の報告体制が
継続する。
③公共バス交通路線数、カバーエリアがプロ
ジェクト終了時よりも増加する。
④公共バス交通改善策が実施されている。

2.プロジェクト目標の指標例
①公共交通O&M会社の経営管理機能の業務
が試行される。
②運賃設定等、公共交通規制機関の初期の
業務が開始される。
③バスサービス指数（LOS）が改善する。
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開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム
が対応する開発

課題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェク
トで解決すべき

課題レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプロジェ
クト実施の際に、必ず活用・反映すべき
教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル⑤　　「公共交通サービスの改善」

23．ベトナム ホーチミン市都市
鉄道運営組織設立支援プロ
ジェクト（協力期間：2011年3月
～2013年3月）

30．バングラデシュ ダッカ市都
市交通料金システムICT化プロ
ジェクト（協力期間：2011年8月
～2012年12月）

企画、総務、安全業務において、会社設
立に必要な準備が完了し、人事関係業
務において、会社設立に必要な準備が
完了し、財務関係業務において、会社設
立に必要な準備が完了し、営業･関連事
業関係業務において、会社設立に必要
な準備が完了することにより、
ホーチミン市の都市鉄道運営会社が、安
全で信頼できる都市鉄道を運営すること
を図り、
ホーチミン市の都市鉄道運営会社の設
立申請に必要な事業計画がホーチミン
市に報告され、承認されることに寄与す
る。

①既存バス路線を利用し公共交通料金
徴収システムのICT化の効果を実証し、
既存バス路線へのICT導入により、少額
貨幣授受によるバス乗降時間短縮をは
かり、バス運行の効率化をはかることに
より、
ダッカ都市交通戦略計画（STP）で策定さ
れた都市公共交通の予定路線における
料金徴収システムICT化に向けた課題を
抽出し、対象となるバス公社の料金徴収
システム全体のICT化計画・経営の効率
化計画を立案することを図り、
ダッカ首都圏公共交通システムに共通
の、効率的かつ効果的なICT化された料
金徴収システムが確立されることに寄与
する。

確かに、先方の予算負担はオーナーシッ
プの観点では重要な要素とみなされ、プ
ロジェクト実施当初より積極的に交渉す
べきとする意見もあるが、今回の結果を
顧みた場合、プロジェクトの円滑な実施
のためには足かせとなるおそれがあるこ
とも同時に明らかとなった。すなわち、先
方政府の予算措置という条件は技術協
力プロジェクトの両刃の剣ともいえるた
め、今後同種のプロジェクトを実施する際
には慎重に考える必要がある。したがっ
て、今回のプロジェクトの教訓としては、
プロジェクト目標に直結する活動につい
て、先方政府の予算確保を前提条件とす
ることはできるだけ避けるのが望ましいと
考える。

・複数のC/P を取りまとめるリーダーシッ
プの必要性
バスの地位向上をめざした本プロジェクト
では、C/P のメンバーにはレギュレーター
とオペレーターの両者が参加する必要が
あった。両者が互いに協力協調していくこ
とによりバスの地位向上も進められるの
は間違いない。一方、バス事業の運営管
理にあたっては、大所高所での政策決定
にかかわるレギュレーターと日々の運行
管理業務にかかわるオペレーターの双方
が存在しており、それらが両輪としてうま
く協力態勢を築かない限りは、地位向上/
運行拡大といった目標は達成することが
できない。この点、レギュレーターとオペ
レーターとの間で常に協力態勢が敷かれ
ているわけではなく、時として利害が背反
する関係にあり、その結果、専門家チー
ムとC/P との人間関係においても、微妙
な調整が必要となったのが実態である。
上記のような問題に対して、本来ならばレ
ギュレーター側が強権的にオペレーター
を従わせるということも制度上/両者のポ
ジション上は可能であるものの、ハノイ市
におけるハノイ市運輸総公社
（TRANSERCO）は単なるバス運行管理
会社にとどまらず、タクシー事業やホテル
投資といった一大複合産業としての側面
を有しており、加えて政治面においても会
長自身が共産党の議員としての立場も有
しており、一公務員の立場であるハノイ市
交通運輸局（HDOT）、ハノイ都市交通管
制センター（TRAMOC）側が強権発動をす
ることが難しいという事実も存在した。
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有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル⑤　　「公共交通サービスの改善」

・工事プロジェクトの遅延の可能性をよく
考えておくことが必要である。
工事プロジェクトと緊密な関係にある技術
協力プロジェクトにとって、工事の遅延は
直接的に技術協力プロジェクトの活動、
アウトプット、プロジェクト目的の達成度に
影響する。技術協力を計画していく際は、
遅延の可能性についてはよく検討してお
くことが必要である。
このプロジェクトは遅延を調整するため、
第1期と第2期に分けられているが、PDM
は必ずしも遅延を吸収するように考えら
れてない。
・カウンターパートメンバーとして、中間年
齢層のスタッフを投入すべきである。
このプロジェクトのカウンターパートメン
バーは若い。情熱とやる気は認めるが、
運営会社のような大きな組織において
は、彼らは相対的に若い。年齢が高いと
いうことだけが意味のあることではない
が、会社が設立された後、よりスムーズ
に運営されていくためには、カウンター
パートにもっと中間年齢層のスタッフを投
入すべきである。
・監督官庁（MOT）との情報交換や連携が
重要である。
都市鉄道は初めてベトナムに投入され
る。むろん鉄道運営会社の設立も初めて
であり、新しいプロジェクトである。都市鉄
道に関する法令や制度的なものはまだで
きていないので、こうした新しいプロジェク
トを推進していく際には、さらに監督官庁
（MOT）と緊密な連携をしていくことが極め
て重要である。
（以上、右記レファレンスプロジェクト23．
より）

したがって、このような複数の相対立する
C/P 間の関係をうまく取りまとめるために
は、専門家チームによる調整力やオペ
レーター/レギュレーター双方の自発的な
協力態勢を期待するのみならず、適時適
切なタイミングでハノイ市において強い
リーダーシップを有しているHanoi
People’s Committee（HPC）の委員長/副
委員長レベルの高官を巻き込んで問題を
解決することも一案であったと考える。
（以上、右記レファレンスプロジェクト26．
より）
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2．国際化・地域
化への対応

2-1．国際的なヒトと
モノの移動の円滑
化

①ICAO加盟の有無（有/無）
②IMO 加盟の有無（有/無）
③国際貨物輸送量（海運）（Ton）
④国際貨物輸送量（航空）（Ton）
⑤国際貨物輸送量（航空） （ton-

km）
⑥国際旅客輸送量（海運） （人）
⑦国際旅客輸送量（航空） （人）
⑧国際旅客輸送量（航空） （人-

km）

2-1-3．安全・保安対
策の強化

21．ベトナム 東メコン地域次世
代航空保安システムへの移行
に係る能力開発プロジェクト
（協力期間：2011年1月～ 2016
年1月）

18．インドネシア 航空安全政策
向上プロジェクト（協力期間：
2010年7月～2015年7月）

1．フィリピン 航空航法システム
安全性・効率性向上プロジェク
ト（協力期間：2009年2月～2014
年2月）

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル⑥　　「安全・保安対策の強化（航空・港湾保安、海上保安）」

航空行政官の性能準拠航法（PBN）飛行
方式の設定に係る能力が育成され、航
空管制官および管制技術官に対する次
世代航空保安システムの訓練制度が整
備され、安全管理システム（SMS）の導
入により安全監督が強化されることによ
り、
東メコン地域（カンボジア、ラオス、およ
びベトナム国）に次世代航空保安システ
ムが導入されることを図り、
東メコン地域における次世代航空保安シ
ステムへの移行を通じて、航空機運航の
効率性・安全性の向上及び空域容量の
拡大を行うことに寄与する。

（標準的指標例）
（基本）
1.上位目標の指標例
（基本）
①重大航空機事故の発生件数（10名以上
の死者・不明者を伴う事故の件数）
②飛行時間の短縮
③航空機運航における安全抵触事例の減
少
④航空機運航の平均遅延時間の減少

（モデル記載案）
航空行政官の性能準拠航法（PBN）飛行
方式の設定に係る能力が育成され、次世
代航空保安システム（新CNS/ATM）に係
る人材育成がなされることにより、
（アウトプット）
新CNS/ATMが●○国航空監督官庁によ
り効率的かつ自立的に運用・管理されるこ
とを図り、
（アウトカム）
●○国の航空交通の安全性・効率性が向
上することに寄与する。
（インパクト）

2.プロジェクト目標の指標例
①●○空港に到着するフライトの上空待
機時間が××年比▲△％減少する。
②対象空域における性能準拠型航法
（PBN）の活用の増加
③CNS/ATM システムに係るフィージビリ
ティ調査（F/S）における提言の達成度
④外部監査・評価の向上（ICAO、FAA、EU
による）

性能準拠航法（PBN）飛行方式の整備・
導入がなされ、次世代航空保安システム
（新CNS/ATM）に係る人材育成がなさ
れ、安全管理システムの導入を通じて運
輸省航空総局（DGCA)の航空管制機関
に対する安全監理能力が強化され、安
全情報システムの導入を通じてDGCA
の航空会社に対する安全監督体制が強
化され、航空安全・保安に係るその他の
重要課題が対応されることにより、
新CNS/ATMおよび航空機運航の安全
監督の分野におけるDGCAおよび運輸
省教育訓練庁航空教育訓練センターの
能力が強化されることを図り、
インドネシアの航空交通の安全性が向
上することに寄与する。

広域航法（RNAV）航空路が設計され新
飛行方式が確立され、空交通流管理
(ATFM)の能力が開発され、空域管理
(ASM)の能力が開発され、自動従属監視
（ADS）/管制官パイロットデータリンク通
信（CPDLC）運用に係る能力が開発さ
れ、新管制システムに対する管制業務
の能力が開発され、新管制システムに対
する管制技術業務の能力が開発され、
航空情報業務(AIS)の品質管理能力が
強化され、安全管理システム(SMS)の能
力が開発されることにより、
新通信・航法・監視（CNS)/航空交通管
理システム（ATM）がフィリピン民間航空
庁(CAAP)により効率的かつ自立的に運
用・管理されることを図り、
新CNS/ATMが航空管制に導入され、航
空交通の安全性・効率性が向上すること
に寄与する。

・高度なCNS/ATMシステムや
SSP/SMSなど、最新の技術や概念
に関する分野の技術協力を実施す
るにあたっては、日本からの投入に
加え第三国のリソース（研修機関や
教官など）を戦略的に組み込むこと
でプロジェクトを効率的かつ効果的
に実施することができる。
・スタート地点が異なるレベルにある
複数国をターゲットにした広域プロ
ジェクトの実施にあたっては、対象
各国で共通した課題に着目しそれら
をプロジェクトの主なコンポーネント
に据えることがプロジェクトの効果
的な実施につながる。
・これまでに実施した、他のJICA 技
術協力プロジェクトにおいては、プロ
ジェクトに初めて携わる長期専門家
が派遣される場合、中間レビューが
プロジェクトの運営を改善する良い
機会になったとの意見が出されてい
る。同様なケースのプロジェクトを実
施する際は、その初期段階にプロ
ジェクト経験者を運営支援として短
期間派遣することにより、より円滑な
プロジェクトの実施が見込まれる。
（以上、右記レファレンスプロジェクト
21．より）

・性能準拠型航法（Performance
Based Navigation：PBN）導入のため
のさまざまな専門家の協働
PBN 飛行方式の導入は、特に空港
において複雑な業務であり、WGS-
84測量技師、飛行手順設計者、飛
行検査官、運用承認検査官、安全
監督職員及び航空情報業務
（Aeronautical Information
Services：AIS）職員など、さまざまな
専門家の協力を必要とするものであ
る。
これら専門家は、さまざまなグルー
プ、運輸省航空総局（DGCA）におい
ては航空管制局と耐空・航空機運
航局のさまざまな部課に属してい
る。これら専門家間の調整と相互協
力がPBN 飛行方式を円滑に導入す
るうえで鍵となる。
（以上、右記レファレンスプロジェクト
18．より）
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技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル⑥　　「安全・保安対策の強化（航空・港湾保安、海上保安）」

港湾施設保安計画の見直しの迅速化と
強化、港湾保安関係者に対する港湾保
安教育訓練カリキュラムの改定により、
港湾施設保安計画の改訂を通じて、イン
ドネシアの港湾保安体制の強化が促進
されることを図り、
インドネシアにおける港湾保安システム
が強化され、物流改善・産業発展・経済
成長に寄与する。

3．インドネシア 港湾保安運営
強化プロジェクトフェーズ２（協
力期間：2009年5月～2012年 3
月）

5．マレーシア 海上保安能力向
上プロジェクト（協力期間：2009
年6月～2011年6月）

28．マレーシア 海上保安能力
向上プロジェクト フェーズ２（協
力期間：2011年7月～2013年7
月）

34．インドネシア 海上交通保安
能力向上プロジェクト（協力期
間：2012年1月～2015年1月）

海上法令執行に係る能力・体制等が強
化され、海難救助（SAR）に係る能力・体
制等が強化され、海上保安分野の教育・
訓練に係る能力・体制等が強化されるこ
とにより、
海上法令執行庁（MMEA）の海上保安機
関としての能力が更に向上することを図
り、
マ国及びその周辺における海上保安・安
全体制の能力が強化・改善されることに
寄与する。

イ国周辺海域における海上安全・保安に
かかる船舶航行安全システム（VTS）を
含めた情報収集及び情報提供にかかる
体制(指揮命令・通信体制を含む）が強
化され、マラッカ・シンガポール海峡にお
けるVTSの運用を中心とした海上安全・
保安を確保するための能力が向上し、マ
ラッカ・シンガポール海峡における海上
安全・保安分野にかかるイ国及び周辺
諸国間の連携が強化されることにより、
イ国領海内、特にマラッカ・シンガポール
海峡における海上安全・海上保安の確
保のための能力が強化されることを図
り、
イ国領海内、特にマラッカ・シンガポール
海峡における海上安全・海上保安が確
保されることに寄与する。

・他の類似プロジェクトとの協調
本プロジェクトは技術的に高度で、
JICA によるこの種の支援として最
初のものである。本プロジェクトと並
行して、フィリピン、ベトナム、ラオ
ス、カンボジア及びミャンマーにて類
似案件が実施されている。フィリピン
の長期専門家とそのC/P が本プロ
ジェクトの短期専門家として派遣さ
れ、航空交通流管理（Air Traffic
Flow Management：ATFM）及び
CNS/ATM の訓練を実施している。
また、ベトナムの長期専門家も世界
測地系測量基準（WGS-84）の短期
専門家として派遣されている。ある
国の長期専門家を他の国に短期専
門家として派遣することは、限られ
た人的リソースを活用し、効果的か
つ柔軟に訓練を行ううえで有効な方
法である。
（以上、右記レファレンスプロジェクト
18．より）

・周到な準備
プロジェクトは良い短期専門家と研
修機会に恵まれた。こうした便益
は、チーフアドバイザーが協力を仰
ぐべき国土交通省航空局（JCAB）
の関係部署や関係者を事前に把握
していたため実現した。チーフアドバ
イザーはプロジェクトの計画策定に
参加し、プロジェクトのニーズを検討
した。その後、フィリピン派遣までに
プロジェクトを支援できそうな人材に
ついて見当をつけた。このような準
備は他のプロジェクトでも推奨され
るべきである。
・プロジェクト管理についてのアドバ
イス
初めて、しかも単独でプロジェクトを
管理する日本人専門家にとって、初
期に経験豊富な専門家やコンサル
タントにアドバイスを受けることは非
常に有益である。チーフアドバイ
ザーは、今回の中間レビューはプロ
ジェクト管理の改善について学ぶ良
い機会になったと感じている。これ
まで、的確なアドバイスを受ける機
会があまりなかったという。

海上法令執行能力の強化、海上捜索救
難能力の強化、教育訓練・人材育成体
制の改善により、
海上法令執行庁（MMEA）の海上法令執
行と捜索救難にかかるキャパシティービ
ルディングがなされることを図り、
効率的かつ効果的な海上保安体制を構
築し、法執行機能および捜索救難機能
が発揮されることにより、マレーシアの海
上保安能力が向上することに寄与する。

227



開発戦略目標 中間目標 プログラム目標レベルの指標 中間サブ目標 プロジェクト目標と指標例 指標作成の方法・方針 代表的な教訓 事業目標例（プロジェクトのイメージ） レファレンスプロジェクト

開発戦略目標
協力プログラム

が対応する開発課
題レベル

相手国政府の
セクター・地域開発計画における

目標年・指標との関連性

個別のプロジェクト
で解決すべき課題

レベル

～により（アウトプット）
～を図り（アウトカム）

～に寄与する（インパクト）

指標の例

指標の設定に
当たっての考え方、
留意点やポイント

当該「中間サブ目標」に対応するプ
ロジェクト実施の際に、必ず活用・
反映すべき教訓・リスクを、
　　１）計画段階
　　２）マネジメント
の視点から記載。

事業目標例
（プロジェクトのイメージ）

参照すべきグッドプラクティスを
有するプロジェクト情報

技術協力プロジェクト／開発課題別の標準的指標例及び代表的教訓（運輸交通）　　　モデル⑥　　「安全・保安対策の強化（航空・港湾保安、海上保安）」

海上法執行のための海上訓練体制が確
立され、海上訓練の実施能力が向上し、
海上法執行に係る地域の協力関係が強
化されることにより、
統合された基礎的海上訓練プログラム
が策定されることを図り、
法執行機関としてのフィリピン沿岸警備
隊（PCG）の能力が強化される。

47．フィリピン 海上法執行実務
能力強化プロジェクト（協力期
間：2013年3月～2016年3月）

49．インドネシア 海上交通保安
能力向上プロジェクトフェーズ２
（協力期間：2015年3月～2018
年3月）

JICA職員にとって現場でプロジェク
トを管理する経験は限られており、
特に1 人の専門家が管理するプロ
ジェクトについては、経験豊富なコン
サルタントによる短期指導を提供す
ることは、プロジェクトの成績を向上
させる効果的な手段である。今後、
JICA 内で検討すべき課題である。
・プロジェクト立ち上げへの支援
このプロジェクトを含む多くのプロ
ジェクトでは、機材調達や環境整備
に多くの人手が必要になっている。
このプロジェクトについては、秘書の
現地雇用により作業負担がある程
度軽減された。業務調整専門家の
配置があればなおよかったが、これ
は3年目まで実現されなかった。専
門的な機材を調達し、多数のカウン
ターパートが参加するようなプロジェ
クトでは、プロジェクト初期に人的支
援が必要である。
（以上、右記レファレンスプロジェクト
1．より）

・広域航法（RNAV）実現のためのさ
まざまな専門家の協働
RNAV飛行方式の導入は、世界測
地系測量基準（WGS-84）測量技
師、飛行手順設計者、飛行検査官、
運用承認検査官、安全監督職員及
び航空情報業務（AIS）職員など、さ
まざまな専門家の協力を必要とす
る。これらの専門家は、さまざまなグ
ループに属しており、これら専門家
間の調整と相互協力がRNAVを円
滑に導入するうえで鍵となる。
・他の類似プロジェクトとの協調
東メコン地域（カンボジア、ラオス、
ベトナム）にて類似案件が開始され
た際には、本プロジェクトのチーフア
ドバイザーが現地を訪問し、その経
験を共有した。これは、類似プロジェ
クトの専門家、国土交通省航空局
（JCAB）及びJICA本部の担当者間
において情報交換を行う良い機会と
なった。テレビ会議等を通じ他の類
似プロジェクトと情報交換の機会が
設けられることが望ましい。また、本
プロジェクトのチーフアドバイザーは
航空交通流管理（ATFM）の短期専
門家としてインドネシアに派遣され
た。

バタム及びドマイVTS（Vessel Traffic

Service）センターが実施すべき業務が
明確になり、そのために必要な規則等が
整備され、バタム及びドマイVTSセンター
の管理、運営体制が強化され、バタム及
びドマイVTSセンターの関係する他の海
上安全及び保安関係行政機関や民間事
業者との良好な協力関係が構築され、
VTSセンターの運営にかかる研修体制
が整備・改善され、マレーシア及びシン
ガポールのCP機関との協力関係が促進
されることにより、
インドネシア領海内、特にバタム及びド
マイのVTSセンターの担任海域を航行す
る対象船舶の海上安全及び保安を確保
するために必要な通航安全管理及び情
報提供の適切な運用が行われることを
図り、
インドネシア国領海内の海上安全及び
海上保安、特にマラッカ・シンガポール海
峡におけるマレーシア及びシンガポール
と協調することを通じた船舶通航安全管
理に一定の役割を果たすことに寄与す
る。
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ある国の長期専門家を他の国に短
期専門家として派遣することは、
JCABの人的リソースを活用し、より
柔軟に短期専門家を派遣する際に
有効であると考えられる。
・複数回の短期派遣の有効性
C/Pが学んだことを実践するために
一定の期間を要する実地研修（On-
the-Job Training：OJT）において
は、複数回の短期派遣を行い、C/P
自身が自ら実践した結果を反映しつ
つ、次期の技術移転を実施すること
で技術移転がより有効なものとな
る。
・C/P職員の退職に対する対策
高度に訓練されたC/Pの離職は、海
外の仕事を探すのが一般的な国で
技術協力プロジェクトを実施するう
えでのリスク要素である。プロジェク
トの準備段階で、この問題にどのよ
うに対処するかを要請機関と協議す
るべきである。
（以上、右記レファレンスプロジェクト
1．より）
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